
 

令和３年度富山県予算に対する要望事項 

 

 

今日、地域においては、従来の福祉制度の枠組みだけでは捉えられない多様で深刻

な課題が増加してきております。また、新型コロナウイルス感染症の拡大は、福祉、

保健、医療、教育、子育てなど、あらゆる分野に大きな影響を及ぼしています。 

そうした中で、年齢や障がいの有無にかかわらず、すべての人々が住み慣れた地域

で安心して自分らしく暮らすことができるよう、福祉施設・団体、関係機関、専門職、

住民、行政等が、連携・協働して課題の解決に取り組んでいくことが急務となってい

ます。 

ついては、下記の事項について要望するものであります。 

 

 

１ 新型コロナウイルス禍において県民の生命と生活を維持するための福祉支援の

継続提供に向けた支援について 

(1) 感染者及び濃厚接触者が確認された際の社会福祉施設・事業所等への速やか

な情報提供及びＰＣＲ検査の実施並びに感染予防対策にかかる情報共有・研修

の機会の設定 

(2) 社会福祉施設・事業所への感染予防のための施設整備費の補助並びにマスク

や消毒薬等衛生材料の優先的確保と購入のための経費の補助 

(3) 緊急小口資金特例貸付の膨大な相談・貸付・償還業務に対応するための社協

における管理体制の整備確保と事務費の確保 

(4) 生活困窮者の増加及び長期化に対応するための生活困窮者自立支援に従事

する相談支援員の増員や養成研修等の取り組み強化 

(5) 障害者福祉施設等において受注減少が生じているため、「障害者優先調達推

進法」に基づく調達目標額の増加をはじめとする障害者の働く場の確保・雇用

の拡大・工賃向上に向けた取り組みなど就労支援体制のより一層の強化 

(6) 感染対策を考慮した市町村における福祉避難所の運営支援並びに高齢者・障

害者など要配慮者への適切な対応を含めた福祉的視点による防災・災害支援活

動の充実 

  

 

２ 身近な地域における総合相談体制の構築による包括的な支援の提供について 

(1) 「ふれあいコミュニティ・ケアネット２１事業」及び介護予防・日常生活支

援総合事業の地域における発展的展開並びに住民と専門職等が協働で取り組

むための支援調整機能及び体制の充実強化 



 

(2) 包括的支援体制の整備に向けた市町村への地域福祉計画策定支援並びに改

正社会福祉法に基づく新たな『重層的支援体制整備事業（①相談支援、②参加

支援、③地域づくりに向けた支援）』を実施するための具体的支援の推進 

(3) 市町村社会福祉協議会の組織・機能強化への支援拡充 

(4) 民生委員・児童委員活動に対する関心と理解を醸成するための広報の強化及

び活動環境の整備並びに地域での活動に必要な知識習得を図る研修の充実 

(5) 日常生活自立支援事業の利用者増等に対応した実施体制強化 

(6) 市町村における成年後見制度利用促進基本計画の策定、成年後見制度利用支

援事業の充実、中核機関の整備促進など総合的かつ計画的な権利擁護支援体制

の構築 

(7) 県条例や「ヘルプマーク」、「ゆずりあいパーキング」の周知・啓発、幼少期

からの福祉教育による「心のバリアフリー」推進など誰もが安心して暮らせる

地域づくりのための基盤整備の充実 

(8) 児童虐待防止への対応強化及び貧困の連鎖の防止に向けたきめ細かな支援 

(9) 子どもや子育て家庭を取り巻く環境の変化に対応した保育・社会的養護関係

施策の充実 

 

 

３ 福祉人材の確保・定着、育成について 

(1) 富山県健康・福祉人材センター及び富山県保育士・保育所支援センターの機

能強化 

(2) 福祉・介護、保育の仕事の意義や魅力を伝える取り組みや学びの場の強化 

(3) 処遇改善やキャリアパスの確立、介護福祉士等修学資金・保育士修学資金等

による福祉人材の定着及び資質向上に対する支援強化 

(4) 富山県福祉カレッジの機能強化 

 

 

４ 住民が地域福祉活動に主体的に参加するための土壌づくりについて 

(1) 子どもから大人までの福祉教育を通じた地域福祉活動やボランティア・ＮＰ

Ｏ活動への参加促進に向けた支援拡充 

(2) ボランティアコーディネーター等の配置、資質向上などボランティア活動推

進体制の強化 

 



 

(3) 高齢者の生きがい・健康づくり及び社会参加の促進への支援並びに地域活動

の担い手養成の充実強化 

 

 

５ 利用者本位による福祉サービスの選択と福祉サービスの質の向上について 

(1) 第三者評価制度の推進及び苦情解決体制の整備促進 

(2) 第三者評価機関の拡充及び評価調査者の養成確保 

 

 

６ 地域ニーズへの対応力向上と効果的・効率的なサービス提供に向けた経営支援に

ついて 

(1) 複数の社会福祉法人が連携・協働して地域の福祉・生活課題を解決するため

の取り組み推進及び社会福祉法人の法人税非課税税制の堅持 

(2) 介護分野等でのロボットやＩＣＴの活用による職員の負担軽減や業務効率

化等のためのさらなる支援の拡充 

  

 

７ 災害時に対応できる地域づくりの推進について 

(1) 富山県災害福祉広域支援ネットワークのより一層の機能強化 

(2) 災害ボランティアセンターの設置・運営費等の公費負担並びに災害法制に

「福祉の支援」を明記されるよう国への働きかけ 

 

 

８ 福祉関係団体の育成・支援について 

(1) 多種多様な福祉関係団体の活動等に対する支援 

 


